別紙１
令　和　８　年　度
鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託に係る
公募型プロポーザル
様式集
令和８年１０月

鳥取県立皆成学園
鳥取県立中部療育園
鳥取県立倉吉養護学校
提出書類一覧表
１　様式のサイズは、Ａ４版（Ａ３版を折り込んでＡ４版とすることは可）用紙・縦型・横書き、左とじ、ページ番号を付けること。
２　添付書類を含めＡ４版フラットファイル又はＡ４版チューブファイルに綴じること。
３　ファイルの表紙及び背表紙には、「令和８年鳥取県立皆成学園等給食審査に係る提案書」と明記し、応募法人名等を記載すること。
４　正本１部と副本13部（副本は、複写可とする。）とする。
５　各様式の設問において、記載事項がない場合も、空欄のままにせず「該当なし」などの表記を必ず行うこと。
	Ｎｏ．
	書類名
	提出部数

	１
	様式第１号　　　質問書
	1

	２
	様式第２号　　　参加表明書（兼応募資格審査申請書）（添付書類含む）
	原本1　副本13

	３
	様式第３号　　　学校給食業務実績書
	同上

	４
	様式第４号　　　企画提案書（各項目ごと）
	同上

	５
	様式第５号　　　提案見積書
	同上

	６
	様式第６号－１　費用内訳書
	同上

	
	様式第６号－２　費用内訳書
	

	７
	様式第７号　　　個人情報の管理に係る申告書
	同上

	８
	様式第８号　　　法人等の概要
	同上

	９
	様式第９号　　　応募に係る宣誓書
	同上

	10
	様式第10号　　　審査に係る提案書提出書
	同上

	11
	任意様式　　　会社概要（ＰＲ用パンフレットも可）
	同上

	12
	様式第11号　　　提出書類受領書
	－

	13
	様式第12号　　　プロポーザル第１次審査結果通知書（決定通知書）
	－

	14
	様式第13号　　　プロポーザル第１次審査結果通知書（不採用決定通知書）
	－

	15
	様式第14号　　　プロポーザル第２次審査結果通知書（候補者決定通知書）
	－

	16
	様式第15号　　　プロポーザル第２次審査結果通知書（不採用決定通知書）
	－

	17
	様式第16号　　参加辞退届
	－


（様式第１号）
質　問　書

	法人等名

	


	質問対象施設・学校
	

	質問事項
	

	質問事項が該当する
書類名と箇所
	

	質問事項の内容

	


  ※質問書は、事項ごとに別葉で作成してください。
（様式第２号）
参加表明書（兼応募資格審査申請書）
                                                      　　　　　年　　　月　　　日　
　鳥取県立皆成学園長　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号
　　　　　　　　                       主たる事務所の所在地
       　　               　 　　　　　法人等の名称　　　　　　　　　　　　 　　　　　印  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 電話番号

  鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託に係る公募型プロポーザル募集要項の内容を承知して、下記のとおり応募することを表明します。
　なお、この書類及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
記
１  添付書類
（１）定款若しくは寄附行為及び法人の登記事項証明書又はこれらに準ずる書類
（２）申請の日の属する事業年度の前３事業年度における当該法人等に係る貸借対照表及び損益計算書その他の当該法人等の財務の状況を明らかにすることができる書類
（３）申請の日の属する事業年度の前３事業年度における当該法人等に係る事業報告書その他の当該法人等の業務の内容を明らかにすることができる書類
（４）当該法人等の役員名簿（氏名にふりがなが付されたもの）
（５）都道府県税、法人税並びに消費税及び地方消費税に未納がないことがわかる書類（納付期限が到来していないもの）
（６）実施献立表に基づく発注計画
実施献立表を基に、食材料の発注計画を作成すること。食材料の発注計画には、食材料ごとに１人分分量、規格、使用量、発注量、予定単価、納入業者を記載し、鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託仕様書「４章　４給食材料の調達」に留意し、企画提案書７の内容と適合するものであること。
２  組織及び職員の配置等
（１）本件業務実施の組織
　 （注）指揮命令系統がわかるもので、配置する職員数を(　)書で併記すること。
  　 　　実施体制の考え方、施設長の人選についての考え方などを記載すること。

    　   組織図の記載の参考例（別紙でも可）
           ○○○  ―――  △△△  ――― ▽▽▽
            (  )            (  )      ｜   (  )
　　　　　　　　   　　　　　　　 　｜
                                      ―  ○○○
                                           (  )
（２）職員の職種等
	職種(職名)

	雇用関係

	月勤務
日  数

	担当する業務内容

	資格等

	現在の施設職員の継続雇用の可否
	人件費
（千円）


	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計

	
	
	
	
	
	


　（注１）組織図に記載された職員すべてについて、雇用関係（常勤職員、非常勤職員、臨時職員、パート職員、委託職員等）、月勤務日数、担当する業務、年間の人件費見込額（法定福利費等を含む一切のもの）を記載すること。
　（注２）人件費の合計額(Ａ)は、費用内訳書の令和９年度人件費の額と一致させること。
　（注３）実際の運営に当たっては、ここで示した人数を下回ることはできないこと。
　（注４）次に掲げる者については、必ず配置すること。
  　      ・受託責任者
　　　　　・栄養士法（昭和22年法律第245号）第１条第２項に定める管理栄養士の資格を有する者又は同法第１条第１項に定める栄養士の資格を有する者
    　   ・調理責任者として、調理師法（昭和33年法律第147号）第２条に定める調理　　　　　　　　　　　師の資格を有する者
（３）勤務表    
	職種等
	曜

	                          （時間）
５  ６  ７  ８  ９  10  11  12  13  14  15  16  17  18  19  20  21　22

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	火
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	水
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	木
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	土
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	火
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	水
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	木
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	土
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	火
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	水
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	木
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	土
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	火
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	水
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	木
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	土
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	火
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	水
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	木
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	土
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


３　関係法令に係る監督行政機関からの指導等の状況及び対応状況
　　（募集の受付期間の最終日から起算して３年前の日までの間）
　（注）次の法令に係る監督行政機関からの命令、勧告及び指導等並びに対応の状況について記載すること。
（１）本件業務に直接関係する法令
      ・食品衛生法（昭和22年法律第233号）
      ・日本農林規格等に関する法律（昭和25年法律第175号）
      ・不当景品類及び不当表示防止法（昭和37年法律第134号）
      ・道路交通法（昭和35年法律第105号）（第３節　使用者の義務に係るものに限る。）
      ・道路運送車両法（昭和26年法律第185号）
　　　・その他給食業務に関係する法令
（２）労働及び福利厚生に関する法令
    　・労働基準法（昭和22年法律第49号）
　　　・労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）
　　　・最低賃金法（昭和34年法律第137号）
　　　・労働組合法（昭和24年法律第174号）
      ・職業安定法（昭和22年法律第141号）
      ・労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年法律第88号）
　　　・雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号）
　　　・労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）
　　　・雇用保険法（昭和49年法律第116号）
　　　・健康保険法（大正11年法律第70号）
　　　・厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）
　　　・その他労働及び福利厚生に関する法令
（３）施設の維持に関する法令
　　　・電気事業法（昭和39年法律第170号）
　　　・消防法（昭和23年法律第186号）
　　　・浄化槽法（昭和58年法律第43号）
　　　・水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）
　　　・その他施設の維持に関する法令
４　法人等の社会的責任の遂行状況
（１）障がい者雇用
　（説明）障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）に基づき、事業主は、一定の割合（法定雇用率）の障がい者を雇用することとされている。一般の民間企業は、法定雇用率2.7％が適用されており、常用労働者数37.5人以上の企業で、１人以上の障がい者を雇用しなければならないこととなる。
　（注）申請書の提出時点において該当する項目に レ 点を付してください
　　　　ア　常用労働者数37.5人以上の事業者であり、
　　　　　□ 法定雇用率を達成している。
　　　　　　（令和８年６月１日現在で管轄公共職業安定所に提出した「障害者雇用状況　　　　　　　　　　　　　報告書」の写しを添付すること。）
　　　　　□ 法定雇用率を達成していない。
　　　　イ　常用労働者数が37.5人未満の事業者であり、
　　　　　□ 障がい者（身体障がい者・知的障がい者・精神障がい者）を雇用している。
　　　　　　（障がい者雇用を証明できる書類を添付すること）
　　　　　□ 障がい者を雇用していない。
（２）男女共同参画推進企業の認定
　（説明）男女共同参画推進企業：鳥取県男女共同参画推進企業認定要綱（平成16年２月　　　　　　　　　　　　　　　　             ９日付け男女第250号）により認定された事業所
　（注）申請書の提出時点において該当する項目に レ 点を付してください
　　　　　□ 男女共同参画推進企業に認定されている。
　　　　　　（認定証の写しを添付すること。）
　　　　　□ 男女共同参画推進企業に認定されていない。
（３）ＩＳＯ14001・鳥取県版環境管理システム審査登録制度（ＴＥＡＳ）Ⅰ種規格認証　　等
　（説明）鳥取県版環境管理システム審査登録制度（ＴＥＡＳ）
　　　　：鳥取県版環境管理システム審査登録要綱（平成19年７月９日施行）により企業　　　　　等の環境配慮活動を審査登録する制度。なお、ＴＥＡＳⅠ種規格については、鳥取県の認定する審査登録機関が、鳥取県版環境管理システム審査登録業務処理要領（平成19年6月21日施行）に基づき審査登録を実施。
　　　〔申請書の提出時点において該当する項目に レ 点を付してください〕
　　　　ＩＳＯ14001又はＴＥＡＳⅠ種規格に基づく環境管理システムについて
　　　　　□ 認証登録されている。（登録証等の写しを添付すること。）
　　　　　□ 認証登録されていない。
（４）その他
　（説明）ＳＤＧｓなどの新たな国際目標が掲げられています。
持続可能な社会への実現に向けて、貴社が創意工夫されていることがあれば自由記載してください。
　ＳＤＧｓとは：２０１５年９月の国連サミットで採択。「誰一人取り残さない」接続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のため２０３０年を年限とする１７の国際目標。鳥取県においても新時代・ＳＤＧｓ推進課を置き、令和２年４月に「とっとりＳＤＧｓ宣言」を出している。
　　　〔以下に自由記載してください〕

（様式第３号）
学校給食業務実績書

	業務名
	業務場所
	業務金額

（千円）
	業務期間
	食　数
	栄養士数
	調理

員数
	非常勤等

	
	
	　　
	　年　月　日から

　年　月　日まで


	
	
	
	

	
	
	
	　年　月　日から

　年　月　日まで


	
	
	
	

	
	
	　　
	　年　月　日から

　年　月　日まで


	
	
	
	


（注意）１　本公告日から過去10年以内における日本国内の受託実績を記載してください。
　　　　２　上記の内容の確認できる書類の写しを提出してください。

　　　　３　非常勤等数にはパートタイムも含むものとする。

　　　　４　本様式は縦書き・横書き等、適宜修正して記載してください。

（様式第４号）

企画提案書○○

（仕様書「△△△」関係）

	


（注意１）　○○の箇所には企画提案書番号を記載してください。

（注意２）　△△△の箇所には鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託仕様書の該当を箇所を書いてください。

（記載例）　企画提案書１

　　　　　（仕様書「１　基本理念」関係）

（様式第５号）

提　案　見　積　書

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　
　鳥取県立皆成学園長　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　                       所在地
       　　               　 　　　　　法人等の名称　　　　　　　　　　　　 　　　　　印  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　

鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託に係る公募型プロポーザル募集要項、鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託仕様書、資料、その他の見積条件を熟覧し諸条件を承諾のうえ、下記のとおり見積もりします。

記

	見　積

金　額
	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注意１）見積金額は消費税及び地方消費税（10％）を含むものとし、金額の先頭に「￥」を記載すること。

（注意２）見積金額は業務履行期間（３年間）の合計金額を記載すること。

（注意３）見積金額は管理運営費と食材料費の合計金額とすること。
（様式第６号－１：管理運営費）
費　用　内　訳　書

（１会計年度分）
	          項      目
	  金額（円）
	         積算根拠

	管理運営費Ａ
ａ＋ｂ

	人件費ａ

	給与
	
	

	
	
	賞与
	
	

	
	
	各種手当
	
	

	
	
	福利厚生費
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	その他（社会保険料等）
	
	

	
	
	配置職員数

	管理栄養士
	
	正規  人

	
	
	
	栄養士
	
	正規  人

	
	
	
	調理師
	
	正規  人・非常勤(パート)  人

	
	
	
	調理補助
	
	正規  人・非常勤(パート)  人

	
	
	
	その他（事務職員・運転士等）
	
	正規  人・非常勤(パート)  人


	
	
	
	
	
	

	
	管理費ｂ

	被服費
	
	

	
	
	検便費
	
	

	
	
	健康診断費
	
	

	
	
	ノロウイルス検査費
	
	

	
	
	業務用通信運搬費
	
	

	
	
	食品・細菌検査費
	
	

	
	
	消耗品費及び事務用品費
	
	

	
	
	諸官庁手続関係費
	
	

	
	
	その他営業費用等
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	管理運営費小計（消費税抜き）（Ａ）
	
	

	消費税及び地方消費税額　　　（Ｂ）
	
	

	管理費運営費合計（税込み）
（Ｃ＝Ａ＋Ｂ）
	
	


	3年間管理運営費（Ｄ＝Ｃ×3年間）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


（様式第６号－２：食材料費）
費　用　内　訳　書

（１会計年度分）
	項　目
	予定食数（食）

（a）
	提案単価（円）

（b）
	食材料費（円）
（c=a×b）

	朝食


	12,677
	
	

	昼食


	7,941
	
	

	夕食


	17,208
	
	

	おやつ


	9,741
	
	

	増額行事食


	1,223 
	
	

	食材料費小計　（Ａ）


	
	
	

	消費税及び地方消費税（Ｂ）


	
	
	

	食材料費合計　
（Ｃ＝Ａ＋Ｂ）
	
	
	


	３年間食材料費（Ｄ＝Ｃ×３年間）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


（様式第7号）
個人情報の管理に係る申告書
　鳥取県立皆成学園長　　　　　　様
所在地　
商号又は名称　
代表者職・氏名




　　　　　　　（連絡先）

担当者職・氏名　
所属部署　
電話番号　
　鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託に係る公募型プロポーザル方式の評価項目である「個人情報の漏えい等の有無」について、下記のとおり申告します。
　
記
１　過去2年間に受託業務における個人情報の漏えい等　　　有　　・　　無
　２　個人情報の漏えい等事案の概要　
	業務名
	

	発注機関名
	

	個人情報の漏えい等の概要及び発生原因
	概要例：誤送付により、〇名の氏名が漏えいした。


　　　注）上記1で有の場合のみ、記載してください。
　　　　　複数の事案がある場合は、表を追加して記載してください。
　　　　　発注機関に対し、個人情報の漏えい等事案について内容確認を行う場合があり
ます。その場合は予めお知らせします。
（様式第８号）
法人等の概要
                                                         　　　　　   年   月    日現在
	 　項  目
	 　　　　　　          内          容

	名　称

	（注）主たる事務所と県内にある事務所（支店、営業所等）が異なる場合は、それぞれその名称を記載すること。

	所在地

	（注）主たる事務所と県内にある事務所（支店、営業所等）が異なる場合は、それぞれその所在地を記載すること。

	設立年月日

	

	代表者名

	（注）役職名も記載してください。

	資本(出資)金

	

	職員数 
	総数　　　　　人（常勤　　　　　人、非常勤等その他        人）

	
	うち県内
	総数　　　　　人（常勤　　　　　人、非常勤等その他        人）

	経営方針

	

	主要業務

	

	本件業務に配置可能な人員等

	

	［連絡先］
	

	担当部署名

	
	担当者名

	

	電話番号

	
	ファクシミリ番号
	

	電子メール

	
	
	


（様式第９号）
                            応募に係る宣誓書
                                                      　　　　　年　　月　　日
　鳥取県立皆成学園長　　　　　　　様

　　　　　　　　     　              　 主たる事務所の所在地
       　　            　   　申請者  　法人等の名称　　　　　　 　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
　鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託の応募に当たり、法人等及び役員が下記のとおり相違ないことを宣誓します。
                                       記
１　鳥取県内に事務所を置く法人等であります。
２　委託業務を開始する日までに、食品衛生法（昭和22年法律第233号）に規定する営業の許可その他本件業務に関連して必要な法令に基づく許可、認可等を受けることが確実であること。
３　令和６年鳥取県告示第507号（物品等の売買、修理等及び役務の提供に係る調達契約の競争入札参加者の資格審査の申請手続等について）に基づく競争入札参加資格（以下「競争入札参加資格」という。）を有するとともに、その業種区分がその他の委託等の給食に登録されている者又はその業種区分の登録申請中の者です。
４　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者です。
５　本件調達の公告日から本件業務のプレゼンテーションの日までの間のいずれの日においても、鳥取県指名競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成７年７月17日付出第157号）第３条第１項の規定による指名停止措置を受けていません。
６　募集の受付期間の最終日から起算して１年前の日までの間に労働基準法（昭和22年法律第49号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）その他の労働関係法令の違反によって公訴を提起され、送検され、又は命令その他の当該法令の規定に基づく行政処分（是正勧告等の行政指導を除く。）を受けていません。
７　募集の受付期間の最終日から起算して３年前の日までの間に、福祉施設関係給食業務又は学校給食業務において食品衛生法の規定に基づく営業停止処分を受けていません。

８　食品衛生法の規定により許可を取り消された場合、当該取消しの日から起算して２年を経過しています。

９　会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続開始の申立てが行われた法人等又は民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の申立てが行われた法人等ではありません。
10　法人等の役員に、破産者、法律行為を行う能力を有しない者又は禁固以上の刑に処せられている者はいません。
11　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に掲げる暴力団、又は暴力団若しくはその構成員の利益になる活動を行う法人等ではありません。
12　都道府県税、法人税並びに消費税及び地方消費税に未納がない法人等です。
13　鳥取県議会の議員、知事、副知事、指定管理者の候補者の選定の決定に関与する県の職員、地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条の５第１項及び第２項に規定する委員会の委員（監査委員を含む。）、これらの者の配偶者、子及び父母並びにこれらの者と生計を同じくしている者が社長、副社長、代表取締役、専務取締役、常務取締役、理事長、副理事長、専務理事、常務理事その他これらに準ずる役員等に就任している法人等（境港管理組合を除く。）ではありません。
14　応募書類提出の日において、地方自治法第244条の２第11項の規定により本県から給食調理業務に係る委託の契約を解除され、又は委託契約の選定を辞退した法人等（以下「委託取消法人等」という。）にあっては、当該取消し又は辞退の日から起算して３年を経過しています。
15　14の応募資格を満たさない委託取消法人等の代表者が役員等に就任している法人等ではありません。

（様式第１０号）
                                審査に係る提案書提出書
                                                      　　　　　年　　月　　日　
　鳥取県立皆成学園長　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号
　　　　　　                         　 主たる事務所
   　　               　　　　申請者 　 の所在地
              　　                    　法人等の名称　　　　　　 　　　　　印   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　
鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託に係る公募型プロポーザル募集要項に基づき、審査に係る提案書類を提出します。

記
	書類名
	県確認欄

	様式第２号　　　参加表明書（兼応募資格審査申請書）（添付書類含む）
	

	様式第３号　　　学校給食業務実績書
	

	様式第４号　　　企画提案書（各項目ごと）
	

	様式第５号　　　提案見積書
	

	様式第６号－１　費用内訳書
	

	様式第６号－２　費用内訳書
	

	様式第７号　　　個人情報の管理に係る申告書
	

	様式第８号　　　法人等の概要
	

	様式第９号　　　応募に係る宣誓書
	

	様式第１０号　　　審査に係る提案書提出書
	

	任意様式　　　　会社概要（ＰＲ用パンフレットも可）
	


（様式第１１号）

提出書類受領書

鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託に係る公募型プロポーザルに関する提出書類を受領いたしました。

令和　　年　　月　　日

提出者　住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	受　付　印

	鳥取県立皆成学園




（様式第１２号）

第　　　　　　　　　号

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　様

鳥取県立皆成学園長

鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託に係る公募型プロポーザル第1次審査結果通知書
このことについて、書類審査の結果、貴社を第２次審査の対象法人等と決定しましたので通知します。

記

１　委託業務名　　鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託
２　第2次審査（プレゼンテーション及びヒアリング）

　　日　　時　令和８年１２月（未定）日

　　場　　所　皆成学園　会議室
　　時　　間　未定
３　実施方法

（1） プレゼンテーション（質疑応答含む）は２０分程度とします。

（2） 他の応募者の審査会場への入室はできません。

（3） 会場の都合上、出席する提案者は３名までとします（機器操作者を必要とする場合は人数に含みま
せん）。
（４）追加資料や模型等の使用は認めません。

（５）プレゼンテーション時にパソコン・プロジェクター等を使用する場合は、各法人等で用意する

こと。なお、スクリーン及び電源延長コードは皆成学園で用意する。
４　担当部署（事務局）


（様式第１３号）

第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　様

鳥取県立皆成学園長

鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託に係る公募型プロポーザル第1次審査結果通知書
　このことについて、書類審査の結果、貴社の提案は採用されませんでしたので通知します。

　なお、今回のプロポーザル方式での選定にあたり、御多忙の中、御協力いただき誠にありがとうございました。今後、貴社のますますの御発展を祈念申し上げ、御礼にかえさせていただきます。

記

１　委託業務名　　鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託
２　採用されなかった理由

３　担当部署（事務局）


（様式第１４号）

第　　　　　　　　　号

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　様

鳥取県立皆成学園長

鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託に係る公募型プロポーザル第2次審査結果通知書
　鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託業者選定プロポーザル審査会における第2次審査の結果、貴社を受託候補者と決定しましたので通知いたします。

記

１　委託業務名　　鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託
２　その他

　　上記業務に係る随意契約の相手方に決定いたしました。

３　担当部署（事務局）


（様式第１５号）

第　　　　　　　　　号

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　様

鳥取県立皆成学園長

鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託に係る公募型プロポーザル第2次審査結果通知書
　このことについて、書類審査の結果、貴社の提案は採用されませんでしたので通知します。

　なお、今回のプロポーザル方式での選定にあたり、御多忙の中、御協力いただき誠にありがとうございました。今後、貴社のますますの御発展を祈念申し上げ、御礼にかえさせていただきます。

記

１　委託業務名　　鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託
２　担当部署（事務局）


（様式第１６号）
令和　　年　　月　　日

参加辞退届

鳥取県立皆成学園長　　　　　　　　　様

郵便番号
　　　　　　　　                       主たる事務所の所在地
       　　               　 　　　　　法人等の名称　　　　　　　　　　　　 　　　　　印  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 電話番号

　鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託に係る公募型プロポーザル募集要項に基づき、参加表明書及び提案書等を提出しましたが、辞退しますのでお届けします。
記
委託業務名　　　鳥取県立皆成学園等給食調理業務委託
〒682-0854　


　鳥取県倉吉市みどり町3564-1


　鳥取県立皆成学園


　総務課


電　　　　 話  0858-22-7188


　ファクシミリ　 0858-22-7189


　電子メール


　　　　　　　　　【担当：今井・鈴木】





〒682-0854　


　鳥取県倉吉市みどり町3564-1


　鳥取県立皆成学園


　総務課


電　　　　 話  0858-22-7188


　ファクシミリ　 0858-22-7189


　電子メール


　　　　　　　　　　　【担当：今井・鈴木】





〒682-0854　


　鳥取県倉吉市みどり町3564-1


　鳥取県立皆成学園


　総務課


電　　　　 話  0858-22-7188


　ファクシミリ　 0858-22-7189


　電子メール


　　　　　　　　　　　【担当：今井・鈴木】





〒682-0854　


　鳥取県倉吉市みどり町3564-1


　鳥取県立皆成学園


　総務課


電　　　　 話  0858-22-7188


　ファクシミリ　 0858-22-7189


　電子メール


　　　　　　　　　　　【担当：今井・鈴木】
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